































































































































































































































































































































































































































「社会的土地所有権の萠芽社会的土地所有権の確立土地所有権の新たな段階へく土地所有権の社会民主的配分の思想〉土地所有権制限の緩和（土地公有化土地開発税法の廃止） 私法的制限の拡大強化る 公法的制限現れ公法的制限の強化土地所有権の全面的制限〈土地の処分権能の制限，開発利益の吸収〉都市計画の民活推進 (1856）1877.SettledLandActl8821８８４．MarriedWomensPropertyActl882．ＬａｗｏｆＰｒｏｐｅｒｔｙＡｃｔ1925．〈その他〉．ＴｏｗｎａｎｄＣｏｕｎｔｒｙPlanningAct，１９４７，1９５４，１９６８，１９７１，1９７２．LandCommissionAct1９６７．CommunityLandAct1９７５．DevelopmentＬａｎｄＴａｘＡｃｔｌ９７６．LocalGoverment，PlanningandLandＡｃｔ1９８０．ＴｏｗｎａｎｄＣｏｕｎｔｒｙPlanningActl990．
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イギリス土地所有権制限法制の系譜(２）（大澤）１７
者の占める位置としばしば同一である。したがって，イギリスでは，所有権
(Ownership）とか所有する（ｔｏown）という語は，一般人が普通よく使用す
るが，法律用語としてはあまり使用されておらず，むしろ占有すべき権利
(righttopossess）という語を所有権の基礎として用いる傾向にある。これ
は一つには，イギリスでは土地（権原＝title）は最終的に国王に帰属し，国
（23）
民は保有によって利用権を有するのみとし､う観念である。そこで，２０世紀初
頭におけるイギリスでは，大規模な土地の所有が多かったが，その地主の土
地支配権は大陸法系の場合ほど強くなく，公共の統制に服すべきもので，所
（24）
有権は地価よりifしろ賃貸価格が問題とされた。
このような理解に立てば，現代のイギリスにおいては私的に所有された土
地でも，その土地支配権は公共の統制に服すべきもので，所有権は,利用す
る面（土地収益権能）にウエイトがかかっているのである。このように考え
るとき，政権を担当した政党のイデオロギーを超えたイギリスの土地所有権
制限立法の原理をうかがい知ることができるのである。もちろん，現代では
このような法構造は捨象されているが，現実には利用権能を中心に理解する
傾向が強い。
その二は，「法の支配」（イギリス人は法によって，そして法によってのみ
支配される）という伝統的な権利保障の制度を挙げることができる。すなわ
ち，イギリスでは財産権（土地所有権）は，憲法上の権利という形で考える
より，むしろ，自然権思想の背景を欠くコモン・ローおよび制定法による制
限つぎの自由権ということになり，それ故に，法律による制限がなげればそ
の自由の範囲は広がり，逆に法律によればどのようにでも財産権の制限を強
化できるという法理が存する。したがって，法律における上位の法（憲法）
による保障というものは存しないのであって，法律の濫用（すなわち，国会
による立法権の濫用）に対する憲法上の保障は何かといえば，それは，「世
（25）
論」であるという法理が共通意識として存在しているのである（それ'土結局,
政治の問題に帰すると言えよう)。以上のような特殊性が，1947年法以降の
イギリスの土地所有権の制限の強化ないし土地公有化を断行できた重要なモ
１８
－メントとなっているのでl土ないかと考える。
註
（１）LocalGovernment,PlanningandLandActl980(Chapter65),ｂｙＨＭ､ｓｏ，
ppl-330､日本不動産研究所「イギリスの土地利用制度と運用の実態Ⅱ」１６３
頁以下。
（２）Ｊ､Adler,“Plan､ingAgreementsandPlanningPowers,”(1990)ＪＰ.Ｌ､ｐ､881．
安本典夫「都市計画の主体と実現過程」現代の都市法ドイツ・フランス・イ
ギリス・アメリカ，原田・広渡・吉田・戒能・渡辺編317頁以下。
（３）JphiliysHardman,DevelopmentLandTax(1981)ppl-3,ｐｐ､151-166.Clifford
Joseph,DevelopmentLandTax-apracticalguid(1980)(SecondEdition)ｐｐ６－７．
（４）CliffordJospephop・Cit.,ｐｐ､13-15.
（５）MalcolmGrant,“Plan､ingAgTeementsandPlanningPowers,”(1990)J・Ｐ､Ｌｐ、
８８１．
（６）CWhitehouse＆EStuart-Brown，RevenueLaw-PrinciplesandPractiＣｅ
（Butterworth,９ｔｈｅ｡.,1991),pp258-498
（７）不動産に関わる税としては，わが国の贈与税・相続税にあたる資産移転税
（CapitalTransferTax)，不動産の売却・譲渡などの処分によって生じる利潤に
ついてのキャピタル・ゲイン税・法人税・同利潤のうち事業所得として認定さ
れるもの，および不動産の賃貸借から生じる利潤についての所得税（Income
Tax）など，さらにかつてのレイト（Rate）がある。福家俊朗「土地税制」ヨ
ーロッパの土地法制，稲本・田山・原田編著321頁以下。
（８）LocalGovernment,PlanningandLandActl980(Chapter65),ｂｙＨ､Ｍ・Ｓ０，
pPl-330・日本不動産研究所「イギリスの土地利用制度と運用の実態Ⅱ」１６３
頁以下。
（９）JohonAlder，DevelopmentControl（1979）ｐ145,154．TownandCountry
Planning(Amendment)Actl977(Chapter29),ｂｙＨ・Ｍ・Ｓ０，ｐｐｌ－５．
(10）土地公有化法では，開発用地の取得権限に関し，地方公共団体は第一定日以
降，１５条(1)に基づいて，契約によりまたは環境大臣の承認を得て強制的に開発
用地を取得する権限を有する。
(11）大澤正男土地所有権制限の理論と展開208-210頁。
(12）MalcolmGrant,ｏｐｃｉｔ.,ｐ､370．
(13）WilliamHowelLNewRolefortheWalesLandAuthorityCharteredSurveyors
（1980)ｐ433．
(14）LandCompensationActl973（Part1,ｓs,1-19),HaroldJTBrown,TheLand
CompensationAct(ｌ９７３ｐｐｌ－２０．
(15）戒能通厚「都市法の論理とその歴史」現代の都市法297-305頁。
(16）すなわち，大都市圏（metropolitanarea）は，大ロンドン圏ではロンドン区・
カウンシル（LondonBoroughCounciLロンドンシティ・カウンシル〔Common
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CounciloftheCityofLondon〕を含む)，その他６つの大都市圏では合計36の
大都市圏ディストリクト・カウンシル（metropolitandistrictcouncil）という地
方政府機構となった。そして，これが「単一開発計画」（unitarydeveropment
plan）の決定・執行を担当する。特別地域では，「都市開発公社」（Urban
DevelopmentCorporation)，「企業地域行政団体」（EnterpriseZoneAuthority)，
「住宅事業トラスト」（housingactiontrust）も計画行政を担うとされているが，
実際には都市開発公社が使われているの糸である（安本典夫「前掲」現代の土
地法31少320頁)。
(17）ここで「用途」（use）変更と「工事」およびその「実施」（これを「工事に
よる開発」〔operationaldevelopment〕という）の混同を防ぐため「用途には当
該の土地に関し，またはその上で行われる建築工事もしくはその他の工事の
・実施は含まれない」（1990年都市・農村計画法366条(1)）とし，計画許可の対
象が工事または用途の変更のいずれかであることを明確にしている（Brian
Greenwood,ButterworthsPlanningLawHandbooｋ(1992)pp62-63,ｐ､７５.)。
(18）BrianGreenwoodop・Cit.,pp273-277．
(19）TownandCountryPlanning(useclasses)Order,Ｓ1,1987Ｎ0.764.Townand
CountryPlanningGeneralDevelopmentOrder,SL1988No､１８１３.ets.
(20）JohnBSaunders,MozleyandWhiteley，sLawDistionary(8ｔｈｅｄ,1970)ｐ２４７
におけるOwnershipに関する定義づけは，次のように解説している。
Therighttotheexclusiveenjoymentofathingltmaybeabsolute，ｉｎｗｈｉｃｈ
ｃａｓｅｔｈｅｏｗｎｅｒｍａｙｆｒｅｅｌｙｕｓeordisposeofhisproperty，orrestricted，asinthe
caseofjointownershipBeneficialownershipistherighttoenjoymentofproperty，
asdistinguishedfromlegalownerShip．
(21）甲斐道太郎土地所有権の近代化57頁以下，同不動産法の現代的展開182
頁以下。椎名重明近代的土地所有19頁以下。
(22）戒能通厚「イギリス土地法の方法論的一考察一近代的土地所有をめぐって」
法律時報46巻５号86頁以下。
(23）ＥＬ､GTyler,CasesandStatutesonLandLaw(1974)ｐ２７．
(24）1971年都市・農村計画法は，Afeesimpleの保有の自由制限について，もし
Ａが彼の敷地の一角に家を立てたい場合，土地が置かれている利用に実質的変
化を来すならば，彼(A)は，まず地方計画庁から計画許可を得なければならない
（J・GRiddalLIntrodutiontoLandLaw(1974)ｐ､４９)。
(25）ＤＣＭ､Yardley,IntroductiontoBritishConstitutionLaw（1974）ｐｐ､８１－８８．
Ｖ結語
(1)土地所有権の公法的制限の強化と土地公有化法第二次大戦後の公法
2０
において，まず農地をめぐる地主と借地農との関係に対して公法規制が現わ
れる。1947年農業法（AgricultureActl947）では，義務を伴う所有権・利
用権が出現した。すなわち，地主には適正な管理を義務づけ，借地人には耕
作の義務が課せられ，違反したときは，国は農地の強制買収もできる。特に
戦後の都市計画立法における土地所有権の制限はめざましく，現在のイギリ
スの土地利用計画の基礎は，前号で述べた如く労働党政府による1947年都市
農村計画法（TownandCountryPlanningActl947）に始まるといえよう。
続いて土地委員会法（LandCommissionActl967）の設置を提案した白書
｢土地委員会法」（ThelandCommissionCmnd277L1965）が出され，そこ
では，（a)公の計画を実施するために必要な土地を必要なときに利用できるこ
と，（b)開発利益は社会へ還元されるべきであること，の二つの基本的な考え
が示され，このような基本原則に立って私的土地所有権の社会化を推進する
健全な法律思想（例えば，Ｗ、フリードマンのいう「福祉国家」法制を志向
する生存権思想）によって各種の立法が成立し，土地利用，土地収用および
環境保全に対して，国家公共の立場から強い規制が加えられた。土地の公共
（１）
性の概念の拡大による土地所有権の公的帝I限の強化である。
しかし，1975年に入ってからは，新規ニュータウン計画は中止され，既存
の都市改良に重点が移されている。そこで，このような問題に対応する重大
政策の一つとして，1975年には土地公有化法（CommunityLandActl975）
が成立，７６年には土地開発税法（DevelopmentLandTaxActl976）を制定
（２）
した。これらの法律I土，業者や投資家の土地転がしを封じ，土地の社会民主
的配分を目的として，地方公共団体による開発用地のための土地所有権の全
面的公有化と，それまでの経過措置として，開発利益の徴収を規定したもの
で，これまでの労働党政府の土地公有化政策のうちでは最も前進した土地制
限立法といえる（前号)。
（２）1980年法の成立と土地規制の緩和本稿では，サッチャー政権成立以
降の立法，主として「1980年地方行政・都市計画および土地に関する法」を
中心にイギリス土地公有化関係法運用の変遷（規制緩和の変貌）を概観した
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が，イギリスの制定法はイギリス特有の条文形式をとっているので，これら
の法制を正確に理解するには，その後に制定された関連規則や裁判所の判決
など，その実態を明らかにする資料を総合的に検討する必要がある。特に
1980年法は膨大な法律であるうえに従来の改正法とは非常に違っているので，
1970年代の土地公有化関係諸法との関連で，どこがどのように改正されたか，
また'980年代の土地利用計画・土地所有権制限法制の方向性は何かについて
把握することは容易でない。
とにかく，イギリスでは現在1971年都市農村計画法および'975年土地公有
化法．1976年士地開発税法などが部分的または大幅に改正され，1980年地方
行政・都市計画および土地に関する法が制定され，機能していることは事実
である。しかし，イギリスの場合，土地所有権概念およびその制限法制には
共通意識が大きく底流しているが，過去その時どきの政権担当の政党が，保
守党か労働党かのいずれかによって土地政策立法の上に変化が生ずるのが常
であるから，このような意味からも今後の土地所有権制限立法の行方を見守
っていきたい。
註
（１）大澤正男土地所有権制限の理論と展開195頁以下。同「イギリスにおける
土地所有権規制の現状と問題」ジュリスト620号36頁以下。
（２）拙著「前掲」240頁以下。同「イギリスにおける開発利益の公有化」乾昭三
編土地法の理論的展開168頁以下。
<付記〉本稿初校終了後，本年７月渡英しイギリス土地法制について若
干の調査を行った。キャピタル・ゲイン課税についていえば，Taxation
ofChargeableGainsActl9９２(ss､15.37）等による若干の修正が見られ
る。詳細については別の機会に報告する予定である（1995.8.10)。
